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国立研究開発法人森林研究・整備機構 令和４年度計画 

 
４森林機構第７４１号 

令和４年 12 月 20 日変更 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の５第１項の規定に基づき、令

和３年３月 29 日付けをもって認可された国立研究開発法人森林研究・整備機構（以下「森

林研究・整備機構」という。）の中長期計画を達成するため、同法第 35 条の８において準

用する第 31 条の定めるところにより、次のとおり令和４年度の業務運営に関する計画を定

める。 

 令和４年度の業務運営に当たっては、理事長のリーダーシップの下、研究開発、水源林

造成、森林保険の各業務及び業務間連携の推進、それら業務の質の向上と運営の効率化に

機構全体で一体的に取り組む。その際、感染症対策、事業継続性の確保、情報セキュリテ

ィ対策も含めたリスク管理、コンプライアンス推進などガバナンスの強化や人材の確保・

育成の推進に努める。  

  

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

１ 研究開発業務 

（１）環境変動下での森林の多面的機能の発揮に向けた研究開発 

ア 気候変動影響の緩和及び適応に向けた研究開発 

気候変動予測に関わる森林土壌の炭素貯留機能評価を向上するため、炭素貯留と

密接に関わる土壌中のアルミ酸化物濃度を迅速に測定する手法を開発する。 

また、気候変動による土壌有機物分解の影響を評価するため、リター分解を評価

する手法として標準的に用いられるティーバッグ法について、分解速度予測モデル

の精度に影響する問題点を明らかにして修正法を開発する。 

さらに、気候変動対策や森林保全に関する SDGs の達成に貢献するため、科学的知

見を政策に反映する際の課題を解明する。 

加えて、気候変動緩和策が生物多様性に与える影響を評価するため、炭素貯蔵量

や地域別経済指標と生物多様性の将来変化の関係性を明らかにする。 

 

イ 森林生物の多様性と機能解明に基づく持続可能性に資する研究開発 

生物多様性の基盤情報を充実させるとともに、日本産樹木の DNA バーコードデー
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タベースを発表する。 

そして、環境変動に対する遺伝子、種及び生態系の応答の解明に向けて、落葉の

多様性が有機物の分解速度に正の影響を与えるという仮説を検証するとともに、針

葉樹造林地の針広混交林化プロセスについて解析する。また、スギの有用形質の責

任遺伝子を解明するとともに、ガンマ線照射が植物ゲノムに与える影響を２世代間

の遺伝的変異から推定する。 

さらに、シカ等と主要なマダニ種の動態予測を行い、適切な野生動物管理手法を

明らかにする。 

加えて、自然資本としての価値の違いを決める要因について、国立公園同士の比

較、同一国立公園内の場所の比較により解析する。 

 

ウ 森林保全と防災・減災に向けた研究開発 

森林の物質循環を介した放射性セシウムの動態解明において、森林内における放

射性セシウム濃度分布が平衡状態に近付いているかを評価するため、事故 10 年後ま

でのリターフォールや堆積有機物層の放射性セシウム濃度の減衰を明らかにする。 

また、流木の影響を考慮した災害リスク評価技術の高度化を目的として、豪雨に

よる山地災害の被害軽減技術の一つである山地流域での崩壊・土石流に伴う流木被

害への対策技術に必要な、土石流に伴って流下する流木の流動過程を再現するため

の数値解析モデルの開発を行う。 

    さらに、国有林等に設定した試験地を活用しながら森林の水源涵養、水質形成、

森林気象、雪氷害対策のための積雪観測を行うとともに、データベースの整備とデ

ータの公開を行う。 

 

（２）森林資源の活用による循環型社会の実現と山村振興に資する研究開発 

ア 林産物の安定供給と多様な森林空間利用の促進に資する研究開発 

人工林での収益向上と再造林の推進に向けて、林業現場への普及が進められてい

る成長に優れた苗を活用した育林コスト削減技術と、高い収益性を確保できる施業

モデルを提示する。エクスカベータ等に搭載したグラップルで掴んだ丸太をフォワ

ーダの荷台に積載する制御手法を開発し、実機による自動積載作業を実現する。専

門教育機関における教育内容の実態調査をもとに、森林資源や森林空間の持続的な

利用に関わる専門的な人材育成に資する専門教育カリキュラムを提示する。日本に

おける自治体森林行政の実態を把握し、地域における持続可能な森林管理体制の整

備に資する方策を提示する。 

さらに、４か所以上の収穫試験地について長期成長モニタリングを実施する。 
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イ 生物特性を活用した防除技術ときのこ等微生物利用技術の開発 

シイタケ害虫による被害軽減のため、物理的手法により害虫の行動を制御する新

たな防除技術を開発する。 

また、ニホンジカによる造林地被害対策としての防護柵の効率的な運用を行うた

めに、経時的に減衰する防鹿効果と時点ごとの補修費用を算定することで補修の費

用対効果を明らかにし、森林管理者が柵の保守を事業として計画する方法を提示す

る。 

食品表示法の栄養強調表示（ビタミン D 量）によって消費拡大が見込まれる、冷

蔵保存の栽培きのこ類について、調査未実施のものを対象に冷蔵保存によるビタミ

ン D 量の変化を調査すると共に、これまでの調査で冷蔵保存してもビタミン D 量に

顕著な変化が認められなかったブナシメジについてはビタミン D 量増加手法の実証

試験を行う。 

さらに、国産トリュフの感染苗木について、国内移動制限の必要性の有無を明ら

かにするため、国産トリュフ３種の国内における集団遺伝構造を解明する。 

 

ウ 木材利用技術の高度化と需要拡大に向けた研究開発 

木材の非破壊による樹種識別技術を開発するために、主要な国産針葉樹材におけ

る可視から近赤外領域（波長領域 800〜1200nm）の光の木材中の透過性を明らかに

する。高温乾燥によって発生する内部割れと強度性能の関係を解明する上での基礎

的知見を得るために、スギ心持ち正角に発生した内部割れの位置や形状を分析する。 

また、構造用木質面材料である合板及び木質ボードと軸材料である国産枠組材の

接着性能を明らかにする。木材ならではの快適性を解明するため、木質の床の上を

歩行した時の筋電位と心理評価の結果並びに床材料の物性値との関係を明らかにす

る。アセチル化処理を施した木材について海洋暴露試験を実施し、海洋環境での利

用に適した処理条件を明らかにする。 

さらに、主要な日本産、外国産の早生樹種、樹木作物、園芸樹種等を中心に 30 個

体の標本を収集する。 

 

エ 木質新素材と木質バイオマスエネルギーの社会実装拡大に向けた研究開発 

「木の酒」の民間等への技術移転を促進するために製造実証設備を整備するとと

もに、改質リグニンを用いた高性能な芳香族系材料について、環境適合性の向上と

バイオプラスチック材料としての普及を促進するため、材料中のバイオマス度を 60

％以上に向上する技術を開発する。また、燃料用木質バイオマスの低コスト及び省

エネルギー生産のため、破砕機の種類や破砕サイズを決定するスクリーンの径が破

砕コストやエネルギーに及ぼす影響を明らかにする。 
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（３）多様な森林の造成・保全と持続的資源利用に貢献する林木育種 

ア 林木育種基盤の充実による多様な優良品種の開発 

林木育種基盤の充実を図るため、主要な育種対象樹種や新需要の創出が期待され

る早生樹等の重要度が高い育種素材や絶滅が危惧される希少種等の林木遺伝資源の

収集、保存、増殖を進めるとともに、スギ、ヒノキ、カラマツ及びコウヨウザン等

を対象にゲノム育種に必要な情報の整備等を進める。 

また、育種集団の検定等の進捗状況を踏まえ、初期成長や雄花着花性等の特性評

価を進め、エリートツリー45 系統、初期成長に優れたスギ第二世代品種等の優良品

種 35 品種を開発する。 

 

イ 林木育種技術の高度化・拡張と特定母樹等の普及強化 

林木におけるゲノム編集を用いた変異導入技術、UAV 等の活用による効率的表現

型評価技術、栄養体・種子等の長期保存技術、原種苗木増産技術等の技術開発を進

めるとともに、ヒノキ、カラマツ等における高速育種技術の開発を進める。 

また、開発された優良品種等の原種苗木等について、都道府県等の要望する期間

内に全本数の90％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

さらに、特定母樹等の特性表作成のための調査を進める。あわせて、都道府県等に

対し、採種園等の造成・改良に関する育種技術の指導（オンラインでの開催を含む）

を、合計 60 回を目標に行う。 

気候変動への適応策に資するため、海外における林木育種に対する技術協力や共

同研究を進める。また、当年度内に申請がなされた遺伝資源について、全件数の 90

％以上を配布する。 

 

２ 水源林造成業務 

水源林造成業務については、自然災害が頻発・激甚化する中で、流域保全等におけ

る役割への期待が高まっていることから、森林所有者、造林者及び市町村等の関係者

との連携強化を一層図りつつ、以下のことに取り組む。 

（１）事業の重点化 

ア 流域保全の取組の推進 

流域保全の取組を強化する観点から、事業の新規実施に当たっては、流域治水と

の連携も図りながら、２以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム等の上流

など特に水源涵
かん

養機能等の強化を図る重要性が高い流域内で森林の整備を行うとと

もに、既契約地周辺の森林と合わせて面的な整備に取り組む。（重要流域等におけ

る針広混交林・育成複層林の造成面積：2,800ha/年） 
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イ 持続的な水源涵
かん

養機能の発揮 

水源涵
かん

養機能等の森林の有する公益的機能を将来にわたり持続的かつ高度に発揮

させる観点から、新規の分収造林契約については、広葉樹等の現地植生を活かしつ

つ、長伐期かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散する施業方法に限定するとともに、

既契約地については、育成複層林誘導伐とその後の植林を積極的に進めるなど、適

切な森林整備及び保全管理に努めることにより、脱炭素社会の実現にも貢献する。 

 

（２）事業の実施手法の高度化のための措置 

ア 森林整備技術の高度化 

水源林造成業務の実施に当たっては、森林整備事業全体の動向を踏まえつつ、成

長の早い苗木などの新しい技術の活用や造林作業の低コスト化・省力化など森林整

備技術の高度化に取り組む。 

 

イ 木材供給の推進 

炭素の貯蔵及び二酸化炭素の排出削減による地球温暖化防止や森林資源の循環利

用の取組はもとより、林業及び木材産業の成長産業化等にも資する観点から、育成

複層林誘導伐等により、地域の需給動向を踏まえた安定的かつ効果的な木材供給の

推進に努める。 

 

（３）地域との連携 

ア 災害復旧への貢献 

自然災害の頻発化、激甚化等を踏まえ、自然災害発生時に被災森林の迅速な復旧

を図るため、地域との連携強化や支援に取り組む。 

 

イ 森林整備技術の普及 

森林整備センターが主催する技術検討会等を通じ、林業関係者等へ森林整備技術

の普及及び水源林造成事業に対する理解の醸成を図る。 

 

３ 森林保険業務 

（１）被保険者へのサービス向上 

森林保険契約の引受けや保険金の支払い等について、①必要な人材の確保、②事

務の簡素化・システムの充実による各種手続の効率化、③マニュアル・研修の充実

による業務委託先を含めた業務実施体制の強化、④UAV 等新技術の活用を含めた保

険金の支払いの迅速化のための取組を推進し、被保険者へのサービスの向上を図る。 

なお、④の保険金の支払いの迅速化に向けた取組については、特に損害発生通知
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書を受理してから損害実地調査完了までに要する期間の短縮を図る。 

 

（２）制度の普及と加入促進 

災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するとともに、林業経営の安

定と森林の多面的機能の維持及び向上を図るため、森林保険の制度の普及と加入促

進に係る以下の①から③についての計画を作成し、それに即した取組を推進する。 

① ウェブサイトの継続的な更新や広報誌の発行（年４回以上）等各種広報媒体の

活用により、森林所有者等に森林保険の概要や最新の情報等を分かりやすく発信

する。 

② 国や関係諸機関との連携を図りつつ、森林所有者を始め森林・林業関係者に対

して幅広く森林保険を知らしめる普及活動を実施する。また、森林保険の各種デ

ータの分析結果等に基づき、新規加入の拡大及び継続加入の増加に向けた効果的

な加入促進活動を実施する。さらに、森林経営管理制度における森林保険の活用

について積極的な加入促進活動を行う。（回数等は上記計画に記載） 

③ 森林保険業務の委託先であり森林所有者との窓口である森林組合系統を対象

に、森林保険業務の更なる能力の向上を図る研修等を実施する。（年６回以上実

施） 

 

（３）引受条件 

これまでの森林保険等における事故率や近年の自然災害の発生傾向のほか、森林

整備に必要な費用、木材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏まえつつ、保険料率、

保険金額の標準をはじめとする引受条件の適切な見直しを通じて保険運営の安定性

の確保等に向け取り組む。 

なお、保険料率については、基本的に５年毎に見直すこととし、そのための検討

等に取り組む。 

 

（４）内部ガバナンスの高度化 

金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部

有識者等により構成される統合リスク管理委員会を毎年度開催し、森林保険業務の

財務状況やリスク管理状況を専門的に点検する。 

 

４ 特定中山間保全整備事業等完了した事業の債権債務管理業務 

林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務並びに特定中山間保全

整備事業等の負担金等に係る債権債務について、徴収及び償還業務を確実に行う。（徴

収率 100％実施） 
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５ 研究開発業務、水源林造成業務及び森林保険業務の連携の強化 

林業の持続的な発展、気候変動への対応及び国土強靱化に向けて、森林の多面的機

能の発揮に必要な技術・業務の高度化や研究開発成果の幅広い普及を図るため、各業

務が有する技術・知見・蓄積したデータ、全国に展開するネットワークやフィールド

等を相互に活用し、先端技術の活用によるスマート林業の実証試験、エリートツリー

や特定母樹の植栽試験、森林災害に係るリスク評価など、業務間の連携強化による取

組を推進する。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 一般管理費等の節減 

研究開発業務のうち運営費交付金を充当して行う事業について、業務の見直し及び

効率化を進め、一般管理費（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）及び業務経

費（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）については、中長期計画に掲げた目

標の達成に向け、削減を行う。 

水源林造成業務と特定中山間保全整備事業等とをあわせた一般管理費（公租公課、

事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）については、中長期計画に掲

げた目標の達成に向け、削減を行う。 

森林保険業務は、政府の運営費交付金を充当することなく、保険契約者から支払わ

れる保険料のみを原資として運営するものであり、一般管理費等の支出の大きさが保

険料に直接的に影響することを踏まえ、支出に当たっては、物品調達の必要性、 加入

促進業務やシステム化における費用対効果を十分検討することなどによりコスト意識

を徹底して保険事務に必要な経費を節減し、効率的な業務運営を図り、将来的な一般

管理費等のスリム化につなげ、一般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を

必要とする経費を除く。）については、中長期計画に掲げた目標の達成に向け、削減

を行う。 

 

２ 調達の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）等を踏まえ、「調達等合理化計画」を策定し、調達の改善、調達に

関するガバナンスの徹底等の取組を着実に実施する。また、外部有識者からなる契約

監視委員会等による契約状況の点検の徹底等で契約の公正性・透明性の確保等を推進

する。 

 

３ 業務の電子化 

新たなデジタル技術を活用した変革（デジタルトランスフォーメーション）の導入
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例を参照し、水源林造成業務に係る各種手続のオンライン化に向けた環境整備、森林

保険業務に係るタブレット端末アプリの共同開発等、電子化による効率的な業務の推

進に取り組む。また、森林研究・整備機構内ネットワークの充実を図り、併せて情報

システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な堅牢性を確保する。さらに、情

報システムの整備及び管理については、デジタル庁が策定した「情報システムの整備

及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に則り適切に対

応する。 

これらの取組を通じて、業務の形態に応じたテレワークの導入など、新たな感染症

や自然災害に対応可能な業務継続性の確保及び多様で柔軟な労働環境の整備により、

業務運営基盤の強化を図る。 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

「第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置」を踏まえ

た年度計画の予算を作成し、当該予算による効率的な業務運営を行う（研究開発業務

については、運営費交付金に係る予算を対象とする。）。 

 

１ 研究開発業務 

運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたことを

踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績の管理に努める。 

また、一定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情

報等の開示に努める。 

さらに、受託研究等の外部研究資金の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡

大等により自己収入の確保に努める。 

 

２ 水源林造成業務 

長期借入金については、9,344 百万円を確実に償還する。 

また、毎年度、最新の木材価格や金利情勢等の経済動向や国費等の収入について一

定の前提条件をおいた債務返済に関する試算を行い、中長期計画に基づく償還計画額

とともに公表する。また、これらと当年度の実績額について検証を行い、その結果を

公表する。 

 

３ 森林保険業務 

（１）積立金の規模の妥当性の検証 

外部有識者等により構成される統合リスク管理委員会において、毎年度、積立金

の規模の妥当性の検証を行い、その結果を農林水産大臣に報告する。 
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その際、①我が国においては、台風や豪雪等の自然災害の発生の可能性が広範に

存在し、森林の自然災害の発生頻度が高く、異常災害時には巨額の損害が発生する

おそれがあり、こうした特性に応じた保険料率の設定及び積立金の確保が必要であ

ること、②森林保険の対象となる自然災害の発生は年ごとのバラツキが非常に大き

いことから単年度ベースでの収支相償を求めることは困難であり、長期での収支相

償が前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの長期にわたる林業経営の安

定を図ることを目的としており、長期的かつ安定的に運営することが必要であるこ

と、④積立金の規模は責任保険金額の規模に対して適切なものとする必要があるこ

とを踏まえて取り組む。 

 

（２）保険料収入の安定確保に向けた取組 

森林保険業務の安定的な運営に資するため、保険料収入の安定確保に向けて、効

果的な加入促進等に取り組む。 

 

４ 特定中山間保全整備事業等 

長期借入金については、2,770 百万円を確実に償還する。 

（内訳） 

    特定中山間保全整備事業等 1.360 百万円 

    緑資源幹線林道事業    1,410 百万円 
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５ 予算 

（１）研究開発業務 

 

 （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 

区  分 重点課題１ 

「森林環境」 

重点課題２ 

「森林産業」 

重点課題３ 

「林木育種」 

勘定共通 

 

合  計 

 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 諸収入 

 

2,855 

0 

413 

3 

 

4,437 

0 

281 

3 

 

1,743 

200 

51 

10 

 

1,240 

290 

114 

17 

 

10,276 

490 

859 

33 

  計 3,272 4,721 2,004 1,661 11,658 

支出 

 人件費 

 業務経費 

 一般管理費 

 施設整備費 

 受託経費 

 

2,250 

441 

167 

0 

413 

 

3,351 

785 

304 

0 

281 

 

1,108 

645 

0 

200 

51 

 

866 

0 

390 

290 

114 

 

7,577 

1,871 

862 

490 

859 

  計 3,272 4,721 2,004 1,661 11,658 

（注)百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 11 - 

（２）水源林造成業務 

 

 （水源林勘定）                        （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収 入 

 国庫補助金等 

 長期借入金 

 業務収入 

 業務外収入 

 

29,726 

4,900 

1,517 

469 

  計 36,612 

支 出 

 業務経費 

  造林事業関係経費 

  東日本大震災復旧・復興水源林業務経費 

 借入金償還 

 支払利息 

 一般管理費 

 人件費 

 業務外支出 

 

21,907 

21,674 

233 

9,344 

458 

1,178 

3,198 

20 

  計 36,105 

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがあ

る。 

（注２）収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として当該

収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 
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（３）森林保険業務 

 

 （森林保険勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収 入 

 業務収入 

 業務外収入 

 

1,933 

1 

  計 1,934 

支 出 

 人件費 

 保険金 

 業務経費 

 一般管理費 

 業務外支出 

 予算差異 

 

288 

1,162 

553 

162 

0 

▲230 

  計 1,934 

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがあ

る。 

（注２）収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として当該

収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 
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（４）特定中山間保全整備事業等 

 

 （特定地域整備等勘定）                    （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収 入 

 政府交付金 

 長期借入金 

 業務収入 

 業務外収入 

 

59 

170 

3,487 

4 

  計 3,720 

支 出 

 借入金償還 

 支払利息 

 一般管理費 

 人件費 

 業務外支出 

 

2,770 

107 

67 

83 

42 

  計 3,070 

（注１）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがあ

る。 

（注２）収入の金額が予算に比して増加するときは、その増加する金額を限度として当該

収入に対応する業務に直接必要な経費の支出に充てることができる。 
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６ 収支計画  

（１）研究開発業務 

 

 （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 

区  分 重点課題１ 

「森林環境」 

重点課題２ 

「森林産業」 

重点課題３ 

「林木育種」 

勘定共通 

 

合 計 

 

費用の部 

 経常費用 

  人件費 

業務経費 

  一般管理費 

  受託経費 

  減価償却費 

  財務費用 

  雑損 

 臨時損失 

3,239 

3,239 

2,250 

384 

101 

392 

112 

0 

0 

0 

4,683 

4,683 

3,351 

683 

184 

267 

199 

0 

0 

0 

2,012 

2,012 

1,108 

528 

181 

48 

147 

0 

0 

0 

1,362 

1,362 

866 

0 

363 

109 

10 

0 

14 

0 

11,297 

11,297 

7,577 

1,594 

830 

816 

467 

0 

14 

0 

収益の部 

 経常収益 

運営費交付金収益 

  受託収入 

  諸収入 

  資産見返負債戻入 

  賞与引当金見返に係

る収益 

  退職給付引当金見返

に係る収益 

 臨時利益 

3,264 

3,264 

2,490 

413 

3 

100 

149 

 

108 

 

0 

4,684 

4,684 

3,840 

281 

3 

178 

222 

 

161 

 

0 

1,978 

1,978 

1,655 

51 

10 

131 

76 

 

55 

 

0 

1,355 

1,355 

1,120 

114 

17 

9 

55 

 

40 

 

0 

11,281 

11,281 

9,105 

859 

33 

417 

502 

 

364 

 

0 

純利益 

前中長期目標期間繰越積

立金取崩額 

25 

8 

1 

14 

▲34 

10 

▲8 

1 

▲16 

33 

総利益 33 15 ▲24 ▲7 17 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（２）水源林造成業務 

 

 （水源林勘定）                        （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  分収造林原価 

  販売・解約事務費 

  水源環境林業務費 

  復興促進業務費 

  一般管理費 

  人件費 

  財務費用 

  雑損 

2,727 

2,727 

50 

866 

29 

33 

741 

549 

458 

0 

収益の部 

 経常収益 

  分収造林収入 

  販売・解約事務費収入 

  資産見返補助金等戻入 

  国庫補助金等収益 

  水源環境林負担金収入 

  賞与引当金見返に係る収益 

  財務収益 

  雑益 

2,726 

2,726 

114 

810 

29 

1,286 

3 

34 

0 

450 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 

総利益 

▲1 

458 

457 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（３）森林保険業務 

 

 （森林保険勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  人件費 

  支払保険金 

  業務費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

2,207 

2,207 

288 

1,162 

676 

81 

0 

0 

収益の部 

 経常収益 

  保険料収入 

  支払備金戻入 

  責任準備金戻入 

  資産見返負債戻入 

  財務収益 

  雑益 

1,946 

1,946 

1,813 

7 

4 

1 

121 

0 

純利益 

総利益 

▲262 

▲262 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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（４）特定中山間保全整備事業等 

 

 （特定地域整備等勘定）                    （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  一般管理費 

  人件費 

  財務費用 

  雑損 

308 

308 

78 

82 

107 

40 

収益の部 

 経常収益 

  資産見返補助金等戻入 

  国庫補助金等収益 

  賞与引当金見返に係る収益 

  退職給付引当金見返に係る収益 

  割賦利息収入 

  財務収益 

  雑益 

238 

238 

10 

54 

3 

1 

168 

0 

3 

純利益 

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 

総利益 

▲70 

131 

61 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 
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７ 資金計画 

（１）研究開発業務 

 

 （研究・育種勘定）                      （単位：百万円） 

区  分 重点課題１ 

「森林環境」 

重点課題２ 

「森林産業」 

重点課題３ 

「林木育種」 

勘定共通 

 

合 計 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

3,272 

3,160 

111 

0 

0 

4,721 

4,551 

171 

0 

0 

2,004 

1,682 

322 

0 

0 

1,661 

1,329 

332 

0 

0 

11,658 

10,722 

937 

0 

0 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金によ

る収入 

  受託収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設整備費補助金

による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

  その他の収入 

 前年度からの繰越金 

3,272 

3,272 

2,855 

 

413 

3 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

4,721 

4,721 

4,437 

 

281 

3 

0 

0 

 

0 

0 

0 

0 

2,004 

1,804 

1,743 

 

51 

10 

200 

200 

 

0 

0 

0 

0 

1,661 

1,371 

1,240 

 

114 

17 

290 

290 

 

0 

0 

0 

0 

11,658 

11,169 

10,276 

 

859 

33 

490 

490 

 

0 

0 

0 

0 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（２）水源林造成業務 

 

 （水源林勘定）                        （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

44,632 

26,668 

20 

9,365 
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 次年度への繰越金 8,579 

資金収入 

 業務活動による収入 

  補助金収入 

  収穫等収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

44,632 

22,083 

20,114 

1,504 

464 

20 

14,512 

8,017 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（３）森林保険業務 

 

 （森林保険勘定）                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

9,383 

2,160 

2,500 

2 

4,722 

資金収入 

 業務活動による収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

9,383 

1,933 

2,000 

- 

5,450 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

（４）特定中山間保全整備事業等 

 

 （特定地域整備等勘定）                    （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

6,266 

338 

1 
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 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

2,770 

3,157 

資金収入 

 業務活動による収入 

  政府交付金収入 

  負担金・賦課金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

6,266 

3,548 

59 

3,403 

87 

1 

170 

2,546 

（注）百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。 

 

８ 保有資産の処分 

保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本

的視点について」（平成 26 年９月２日付け総管査第 263 号総務省行政管理局長通知）

に基づき、保有の必要性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものについて

は、不要財産として国庫納付等を行うこととする。 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 研究開発業務 

    13 億円 

    （想定される理由） 

    運営費交付金の受入の遅延等に対応するため 

 

２ 特定中山間保全整備事業等 

    ９億円 

    （想定される理由） 

    一時的な資金不足 

第５ 不用財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

特定地域整備等勘定 

職員宿舎第 16 号（豊島区池袋）については、令和４年度中に国庫納付する。職員宿

舎第１号（杉並区和田）及び取手宿舎（取手市）については、国庫納付に向け、引き

続き関係機関と調整を行う。 

 

第６ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画 
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水源林造成業務における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販売、

公共事業等の実施に伴い支障となる立木の販売を計画する。 

（計画対象面積の上限）14,800ha 

 

第７ 剰余金の使途 

１ 研究・育種勘定 

剰余金は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充当する。 

 

２ 水源林勘定 

   剰余金は、借入金利息等に充当する。 

 

３ 特定地域整備等勘定 

剰余金は、負担金等の徴収及び長期借入金の償還に要する費用に充当する。 

 

第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等 

１ 施設及び設備に関する計画 

維持・管理経費節減、温室効果ガスの排出削減に資する建築物の省エネルギーの推

進や維持に努めるとともに、可能な施設については使用電力の一部を再生可能エネル

ギー電気とする。また、必要性・緊急性を考慮しつつ、老朽化施設や研究開発業務の

実施に必要な施設及び設備を計画的に整備する。 

その際には、共同利用施設である農林水産省研究情報総合センター等の活用を一層

推進することとし、さらに、他省庁、他法人、地方公共団体等の施設の共同利用等の

可能性を検討しつつ、効率的な施設の利活用と整備に努める。また、新農林水産省木

材利用推進計画（平成 22 年 12 月農林水産省策定）に基づき、木材利用を推進する。 

苗畑、実験林、樹木園や試験地等について、計画的な管理経営と活用に向け、現況

の調査と必要な整備を行う。 

 

  施設及び設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容  予定額 

木の酒研究棟新設 

木質耐震・快適性工学実験棟ビルドインチャンバー更新 

きのこ遺伝資源開発棟発生室改修 

北海道支所研究本館他放送設備等更新 

原種苗木促成温室整備 

  

290 

 

 

200 
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（東北育種場、関西育種場四国増殖保存園） 

 

２ 積立金の処分 

（１）研究・育種勘定 

前中長期目標期間繰越積立金は、前期中長期目標期間中に自己収入財源で取得し、

当期中長期目標期間へ繰り越した固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。 

 

（２）水源林勘定 

前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息等に充当する。 

 

（３）特定地域整備等勘定 

前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金の償還に要する

費用に充当する。 

 

３ 広報活動の促進 

森林研究・整備機構全体の活動に関する情報発信については、ウェブサイトを活用

し、環境報告書及び事業報告書を掲載するなどして、国民にも分かりやすく公表する。 

研究開発業務については、森林・林業・木材産業及び林木育種分野に関する研究成

果等の情報を広く社会に発信するため、季刊森林総研や研究成果選集等の広報誌発行、

ウェブサイトへの掲載、Facebook 等 SNS や動画を利用した発信、プレスリリース、市

民向けの森林講座・公開講演会・施設等の一般公開の開催、外部各種イベントへの出

展など、様々な手法を用いて積極的に広報活動を推進する。 

水源林造成業務については、森林整備技術の普及・啓発に向けた各種の研究発表会

等における対外発表内容や事業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイ

ト、広報誌等により広報するとともに、令和３年度分収造林契約実績の公表等を実施

し、水源林造成業務に対する国民各層の理解の醸成を図る。 

森林保険業務については、森林保険の重要性、保険金の支払い状況等の業務の実績、

災害に係る情報のほか、窓口業務を担う委託先の紹介や被保険者の声等をウェブサイ

トや広報誌等を通じて積極的に発信し、森林保険に対する国民各層の認知度向上及び

理解の醸成、森林保険の利用拡大を図る。 

 

４ ガバナンスの強化 

（１）内部統制の充実・強化 

各業務の特性に応じた内部統制システムの着実な運用を図るとともに、森林研究

・整備機構の目標や各業務の位置付け等に関する役職員の理解を促進するための取
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組を行い、モチベーションの向上につなげる。 

新たな感染症の流行を含めた各種リスクの発生防止及びリスクが発生した場合の

損失の最小化を図り適正な業務の実行を確保するため、リスク管理の強化を図るこ

ととし、常にリスクの洗い出し等を行うとともに、業務継続計画等を必要に応じて

見直すこととする。 

また、監事及び監査法人等との連携強化を図るとともに、各種研修への参加等に

より監査従事職員等の資質向上を図りながら、PDCA サイクルの取組の徹底など、内

部監査を効率的・効果的に実施する。 

 

（２）コンプライアンスの推進 

役職員は、森林研究・整備機構の使命達成のため、「行動規範」及び「職員倫理

規程」等を遵守し、高い倫理観をもって業務を遂行する。 

このため、外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催し、PDCA サイ

クルの取組の徹底など、取組方針を定め、これに基づきコンプライアンスの確保を

図る。 

また、研究活動における不適正行為を防止するため、政府が示したガイドライン

等を踏まえ、不正防止計画等の着実な推進に努める。 

 

５ 人材の確保・育成 

業務の円滑な運営のために人材の確保・育成方針を策定し、機構の持つ人的資源の

活用の最大化に取り組む。 

（１）人事に関する計画 

業務を効率的かつ効果的に推進するため、職員の適切な配置等を実施する。 

研究開発業務においては、基礎から応用にわたる研究開発を支える人材を確保す

る。国籍や性別を問わず、若手や異業種・異分野などの多様な研究者や技術者、知

財、情報セキュリティ等高度な専門性を有する人材の確保・育成に努める。 

水源林造成業務においては、新卒者の採用に加え、必要に応じて即戦力となる社

会人経験者の採用も図るなど、必要な人材を確保する。 

森林保険業務においては、新卒者の採用に加え、林野庁、損害保険会社及び森林

組合系統からの出向等により必要な人材を確保する。 

 

（２）職員の資質向上 

職員個人の資質や経歴、年齢に応じた人材育成を行うこととし、研修等の実施を

通じて、職員を様々なキャリアパスに誘導するよう努める。 

研究職員については、社会ニーズを把握し、産学官を結集したプロジェクトをマ
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ネジメント可能な人材を育成するとともに、大学や民間企業等との人材交流や研究

者の人材流動化等による研究者個々のスキルアップを図る。さらに、オープンサイ

エンス化を見据えた情報公開に向けて、研究データを専門的に取り扱える人材の育

成を推進する。 

一般職員については、必要な各種資格の計画的な取得を支援する。特に、水源林

造成業務や森林保険業務では、高度な専門知識と管理能力を有する職員を育成する。 

 

（３）人事評価システムの適切な運用 

職員の業績及び能力の評価については、公正かつ透明性の高い評価を実施する。 

研究職員の業績評価については、研究業績、学術団体等関係機関との連携、行政

及び民間・企業等への技術移転等の研究開発成果の最大化に係る活動並びに機構の

管理・運営業務等の実績を十分に勘案して行う。また、一般職員等については、組

織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施する評価制度に準じた評価

を実施する。 

人事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切

に処遇へ反映させる。 

 

（４）役職員の給与水準等 

役職員の報酬・給与については、職務の特性や国家公務員の給与等を勘案した支

給水準となるよう取り組むとともに、透明性の向上や説明責任の確保のため、役職

員の報酬・給与水準を公表する。 

 

６ ダイバーシティの推進 

テレワーク等を活用して、ワークライフバランスに配慮した勤務形態を整備すると

ともに、キャリアカウンセリング等の機会を幅広く提供する。男女共同参画を推進す

るとともに、ダイバーシティを尊重し合う意識を啓発するための研修、セミナー等を

開催する。また、各職場での意識啓発のイベント等を通じ、機構内だけでなく地域社

会・関係機関と連携協力して、ダイバーシティ社会の実現に向けて取り組む。 

 

７ 情報公開の推進 

独立行政法人の保有する情報の公開や個人情報の保護に関する法令に基づき、適切

に情報を公開する。また、職員に対し、情報公開においては個人情報保護等に留意す

ることを周知する。 

森林保険業務に関する情報の公開では、民間の損害保険会社が行っている情報公開

状況等を参考に実施する。 
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８ 情報セキュリティ対策の強化 

政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群（サイバーセキュリテ

ィ戦略本部決定）を踏まえ、また、業務の電子化等の推進にも対応できるよう社会情

勢や情報セキュリティ環境の実情に応じて、情報セキュリティ・ポリシーを適時適切

に見直す。情報セキュリティ・ポリシーに基づく対策を講じつつ、情報通信技術の高

度化対応、情報システムへのサイバー攻撃に対する防衛力と組織的対応能力の強化に

取り組む。情報セキュリティ対策の実施状況を把握しつつ、PDCA サイクルによる検討

と改善、個人情報の保護を推進する。 

 

９ 環境対策・安全管理の推進 

森林研究・整備機構環境配慮基本方針に沿って、環境目標及び実施計画を作成し、

環境負荷の低減に取り組む。 

化学物質等の適切な管理を図るため、関係規程類の整備と手引書の見直し等を随時

行うとともに、化学物質管理システムによる化学物質の一元的な管理を推進する。 

これらの取組については、環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及

び事業活動に係る環境報告書を作成し公表する。 

安全衛生管理の年度計画を策定し、教育研修や職場点検等を通じて労働災害や事故

の未然防止に努めるとともに、労働災害発生時や緊急時の対応を的確に実施する。 

水源林造成業務では、事業者等の労働安全衛生が確保されるよう、指導の徹底に努

める。 


